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【問題と目的】

中央教育審議会初等中等教育分科会は，2010年に「今後の学級編制及び教職員定数の改善につい

て」の提言をまとめた。その中で，新しい学習指導要領への対応・生徒指導面の課題等への対応・学

級経営の確立・子どもと向き合う時間の確保など，今後の学級編制及び教職員定数改善の基本的な考

え方を示した。そして，具体的改善方策としては，小・中学校の学級編制の標準を，40人から引き

下げる必要があることを明示した。学級編制の標準とは，1つの学級（クラス）に配属される児童生

徒の数を国が定めたものであり，「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法

律」（標準法）」にて決められている（津田，2011）。中央教育審議会が，学級編制の標準の 40人から

の引き下げを提言した背景には，教育現場における暴力行為，いじめ，不登校，学級崩壊，学力低下

などの問題の表出がある。

この 2010年の中央教育審議会の提言を受けて，文部科学省は，「新・教職員定数改善計画（案）」（文

部科学省，2010）を策定し，2011年度から 2018年度までの 8ヵ年計画で，次のような少人数学級の

推進を目指した。

①　小学校全学年で 35人学級を実現［2011年度～2015年度の 5ヵ年計画］

②　中学校全学年で 35人学級を実現［2014年度～2016年度の 3ヵ年計画］

③　小学校 1・2年生で 30人学級を実現［2017年度，2018年度の 2ヵ年］

これらのことから，文部科学省が目指す少人数学級施策は，第 1段階として，小中学校全学年での

35人学級の実施，さらには，第 2段階として，小学校低学年における 30人学級の実施を視野に入れ

ていることが示唆された。

そして，2011年に「標準法」が改正され，小学校 1年生のみ学級編制の標準が，それまでの 40人

から 35人に引き下げられた。しかし，その後，学級編制の標準の引き下げは行われず，新・教職員

定数改善計画の実現にはいたってはいない。そのような中，2021年に「標準法」が改正された。小

学校の学級編制の標準を 2021年度より，小学校第 2学年から学年進行により段階的に 40人から 35

人に引き下げ，2025年度までに，小学校のすべての学年において 35人学級が導入される。文部科学

省（2021）は，そのねらいを，少人数学級による個別最適な学びと協働的な学びの実現とし，一人ひ

とりの教育的ニーズに応じたきめ細かな指導を可能とする指導体制などを整備するためとしている。
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文部科学省では，「少人数学級」と「少人数指導」を合わせて「少人数教育」と呼んでいる（津田，

2011）。また，小学校における 35人学級の実現を「少人数学級の実現」（文部科学省，2021）といっ

ていることから，少人数学級の少人数とは，35人以下のことであろうと推測される。ただ，何をもっ

て少人数学級，また，少人数指導と呼ぶのかについての一定の見解は得られていないのが現状である

（山森，2013）。

学校基本調査（文部科学省，2021）によると，小学校における 1学級あたりの児童数（収容人数）

は，2011年度に 1年生において 35人学級が導入されたことと児童数減少が要因となって減り続け

（Figure 1），2021年度で 23.10人となっている。1学級あたりの児童数は，2021年度から導入された

小学校第 2学年から学年進行により段階的に 40人から 35人に引き下げる施策により，今後もますま

す減少していくことが予想される。それに反して，小学校における暴力行為，不登校，いじめの数は，

減るどころか増えつづけている。学校基本調査（文部科学省，2021）によると，2011年度に 35人学

級が導入された 1年生においても，暴力行為（暴力加害者），不登校，いじめの数は増え続けている

（Figure 2～ 4）。このような現状から，小学校 1年生における 35人学級は，教育効果をあげ，その

目的をはたしているとは考えにくい。しかし，35人学級の教育効果の検証は，あまり実施されてい

ない。一方，小学校における 35人学級の導入は，年度が進むごとにその対象学年を広げている。

そこで，本研究では，学級規模と教育効果に関する先行研究で示された知見について整理し，その

上で 35人学級における教育効果について考察し，今後の学級規模と教育効果に関する研究の課題を

示すことを目的とする。

Figure 4　小学校 1年生のいじめ認知（発生）件数の変遷

Figure 1　1学級の平均人数の変遷 Figure 2　小学校 1年生の暴力加害者数の変遷

Figure 3　小学校 1年生の不登校児童数の変遷
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【方法】

本研究では，学術論文雑誌検索サイト CiNii Articlesで，「少人数教育」「少人数学級」「単学級」

「学級規模」「効果」をキーワードとした学術論文を，小学校 1年生において 35人学級が導入された

2011年以降から 2022年までを中心に，学会誌に収録されている論文，大学紀要等も含めて検索した

結果，75件検索された。それらの先行研究に引用され，先行研究を概観する上で重要と思われる論

文や書籍については，年代も 2011年以前のデータを一部対象とした。また，全国の都道府県や政令

指定都市などの調査研究・調査報告も対象とした。その中から，学級規模と教育効果に関わる先行研

究を，KJを用いて整理してまとめていった結果，「学級規模と学力に関する知見」「学級規模と学級

適応に関する知見」「学級規模と教師の意識に関する知見」の 3つのカテゴリーに分けられた。以下，

3つのカテゴリーを基に整理することにした。

【結果】

（1）学級規模と学力に関する知見

加藤（1990），河村・武蔵（2008）は，学級の人数と学力の関係を調査分析している。加藤（1990）は，

学級の人数を 20人学級（20～24人），30人学級（30～31人），40人学級（39～41人）の 3群に分類して，

小学生 5, 6年生と中学校 1, 2年生の学力を知能別に比較分類した。その結果，小学校 5, 6年生では

少人数学級（20人学級）の方がすぐれおり，中学校 1, 2年生では，知能下位において少人数学級（20

人学級）の方がややすぐれていることを明らかにしている。河村・武蔵（2008）は，学級の人数を A：

15人以下，B：16～20人，C：21～25人，D：26～30人，E：31～35人，F：36～40人の 6群に分類

して，学級の人数と学習意欲，学力の定着度との関係を検討した。その結果，小学校 1年生では，15

人以下の学級で，小学校 2～ 3年生では，30人以下の学級で学習意欲が高い傾向がみられた。学級

規模と学力の定着度の関係においては，小学校2～6年生では，15人以下のとき，オーバーアチーバー

（OA）の出現率が高い傾向がみられた。これらのことから，学級の規模が 15人以下，30人以下，20

人学級（20～24人）の場合，学力に正の影響がみられることが示唆された。また，影響を受ける学

年は一律でないこと，人数以外の要素も関係していることも示された。

また，赤林・中村（2011）は，同一年度内の最初と最後に実施された 2つのテスト結果を比較分析

して，学級規模縮小が学力に与える効果を，小学校 6年生と中学校 3年生を対象に検討した。分析の

結果，小学校 6年生において，学級規模 1人分の縮小が国語の得点を有意に上昇させることを明らか

にした。このことは，学級規模の縮小が小学校 6年生の学力向上に一定の効果があることを示唆して

いる。

さらに，松宮（2012）は，小学校 4・5年生における学年規模・学級規模の学力伸長への効果を上

位層と下位層に分けて検討した。その結果から，学年規模・学級規模と学力層変化の間に一貫した関

係はみいだせないことを明らかにしている。しかし，学年児童数 40人規模の学校の国語上位層と算
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数下位層，120人規模の学校の国語上位層と算数上位層に対して，学級規模縮小の効果をみいだして

いる。このことは，学級規模縮小の効果がその学年の児童数に影響を受けるととらえることができる。

Table 1は，公開された府県・政令指定都市の学級規模と学力の調査研究・調査報告を示したもの

である。山形県（山形県教育委員会，2010），大阪府（大阪府教育委員会，2012），名古屋市（名古屋

市教育委員会，2016）をとりあげている。これらのことは，小学校における学級規模の縮小が学力の

向上に効果をあげていることを示唆している。

一方で，国立教育政策研究所（2002），篠崎（2008），Hojo＆ Oshiro（2010）の研究では，学級

規模の学力に対する有意な効果がみられていない（伊藤・浜田・村山・高柳・野村・明翫・辻井，

2017）。また，各国で学級規模が教育成果に与える効果の分析が行われているが，一貫した結論は出

ていない（赤林・中村，2011）。このような，学級規模と学力との関係を検討した先行研究群では，

一貫した結果が得られない現象はクラスサイズパズルと呼ばれ，2000年代以降に議論が盛んとなっ

ている（山森，2017）。こうした知見の交錯には，方法論上の問題が影響していると考えられる（伊

藤ら，2017）。このような議論があるとはいえ，加藤（1990），河村・武蔵（2008），赤林・中村（2011），

松宮（2012）の研究，府県・政令指定都市の研究は，学級規模と学力の関係を示唆したものであると

考えられる。

以上の（1）の先行研究を検討した結果から，学級規模と学力には関係があり，学級規模や学年，教

科によっては，学級規模の縮小が学力の向上に効果をあげていることが明らかになった。学級規模の

縮小（少人数学級）が学力の向上につながるような教育環境を生み出している（これを，「少人数学

級のよさ」ととらえる）ことが推測される。

（2）学級規模と学級適応に関する知見

河村・武蔵（2008）は，児童生徒が所属する学級の人数を分類し，学級・学校生活に満足度を測定

Table 1　府県・政令指定都市における学級規模と学力の調査研究・調査報告

府県・市 発表年 対　象 学級規模 少人数学級の効果

山形県教育委員会 2010 小学校 21～33人 2002年度に，小学校へ少人数学級を導入した。導入
後の実施校の学力（全国標準学力検査 NRT）の平均
が，導入前と比較して向上し，その後も高い水準を
維持し続けた。

大阪府教育委員会 2012 小学校
1，2年

35人
↓

30人以下

2007年度より全小学校 1, 2年生で 35人学級を実施し，
2011年度の公立小学校における 1, 2年生の学級人数
の約 6割が 30人以下となった大阪府では，2010年度，
2011年度において，基礎基本（くり上がり・くり下
がりのある計算，ひらがなの読み書き，漢字の読み
書き）について高い到達率である。

名古屋市教育委員会 2016 小学校
1，2年

30人 2007年度より，全小学校 1, 2年で 30人学級を実施し
た名古屋市では，基礎的な学力の向上，特に小学校 2
年生において，基礎的な計算力の向上がみられた。
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する心理尺度を用いて，学級規模と学級生活満足度の関係を検討した。その結果，小学校 1年生では，

15人以下の学級において，満足群が相対的に多く，中学校 1年生では，15人以下の学級において，

不満足群が相対的に多く，2, 3年生でも 15人以下，16～20人の学級においても不満足群が相対的に

多いことを明らかにした。これらのことは，学級生活に対する満足度は小学校 1年生の 15人以下の

学級で正の影響がみられ，中学校では全学年において 15人以下の学級で負の影響がみられることを

示している。

また，中室は（2017）は，関東近郊の自治体から提供されたデータを利用して，学級規模の縮小が

いじめ・暴力・不登校に与える因果関係を検討した。その結果，学級規模の縮小は，小学校の不登校

を減少させる因果関係があること，小学校のいじめ・暴力や中学校では効果がないことを明らかにし

た。つまり，学級規模は小学校の不登校に正の影響を与えているが，それ以外の小学校のいじめ・暴

力，中学校の不登校・暴力・いじめには，影響を与えていない。したがって，学級規模がいじめ・暴

力・不登校に与える影響は一様でなく，学級規模と不登校には関係があると考えられる。このことに

ついて，中室（2017）は，いじめ・暴力・不登校と一括りにされがちな問題であるが，それらを解決

するための方法は同じではないことを指摘している。

Table 2は，公開された府県・政令指定都市の学級規模と学級適応の調査研究・調査報告を示した

ものである。山形県（山形県教育委員会，2010），大阪府（大阪府教育委員会，2008・2012），秋田県

（秋田県教育委員会，2011），名古屋市（名古屋市教育委員会，2016）をとりあげている。これらのこ

とから，学級規模の縮小は，それを実施している小学校や中学校の学年において，欠席者や不登校者

の減少，暴力行為の発生件数の減少に効果をあげていることが示唆される。つまり，学級規模がいじ

め・暴力・不登校に影響を与えていると考えられる。

Table 2　府県・政令指定都市における学級規模と学級適応の調査研究・調査報告

府県・市 発表年 対　象 学級規模 少人数学級の効果

山形県教育委員会 2010 小学校 21～ 33人 2002年度から小学校で「さんさん」プラン（18
人～ 33人の少人数学級編制）を実施している。
〇  不登校の減少や欠席率の低下といった効果
がみられる。

秋田県教育委員会 2011 小学校 1，2年
 中学校 1年

30人程度 2001年度から小学校 1, 2年生で，2002年度か
ら中学校 1年生で少人数学級編制を開始した。
〇  全国的に不登校数や暴力行為の発生件数が
少ないなどの効果をあげている。

大阪府教育委員会 2008
2012

小学校 1，2年 35人 2007年度から小学校 1, 2年生全ての学級が 35
人学級となった。
〇   1, 2年生において，1学期の欠席者率の減少，
不登校児童数の減少が報告されている。

名古屋市教育委員会 2016 小学校 1，2年 30人 2002年度より，小学校 1年生で，2007年度よ
り小学校 2年生で 30人学級を導入している。
〇4日以上欠席する児童の割合が減少した。
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以上の（2）の先行研究を検討した結果から，学級規模と学級満足度には関係があり，小学校と中学

校においては，学級規模の影響が正負反対であることや，小学校においては 1年生と 2～ 6年生では

影響が異なっていることが明らかになった。また，中室（2017）の研究結果と府県・政令指定都市の

調査研究報告から，学級規模の縮小は，小学校の不登校を減少させる効果があるという知見を得るこ

とができた。

（3）学級規模と教師の意識に関する知見

西本（2007）は，校長と教員を対象にした全国調査を実施して，学級規模と教育効果の関係につ

いて検討を行った。学級規模が小さくなるほど教育効果は高まるという結果が校長・教員ともに得

られ，校長や教員の意識の上では，少人数教育の効果はあると結論づけた。ここでいう教育効果と

は，主に学習効果のことであり，児童生徒の学習が順調かどうか，教員の学習指導が順調かどうかで

とらえたものである。学級規模の縮小（少人数学級）における教員の学習指導の順調さにおいては，

「一人ひとりの子どもを分かるまで指導するだけのゆとりがある」「理解できない子どもに繰り返して

指導する時間がある」「一人ひとりの子どもの学習状況によく目が行き届く」を効果として認識して

いることを示した。

岩手県では「少人数学級の指導に関する調査」を 2006年，2007年に実施して，少人数学級の効果

を明らかにしている。2006年の調査は，小学校第 1学年で 35人学級を導入した学校の校長と担当教

員からアンケート調査を実施して分析した。その結果，校長と担当教員が認識した少人数学級の効

果を Table 3に示す。また，2007年は，小学校第 1・2学年で 35人学級を導入している学校の校長

にアンケート調査を実施して分析した。その結果，校長が認識した少人数学級の効果を Table 3に示

す。Table 3に示した少人数学級の効果は，教師が認識した「少人数学級のよさ」ととらえることが

できる。

小林・嘉数（2020）は，沖縄県 N村で 2018年から 4年間にわたり，第 1学から第 3学年を対象に

実施された学級規模を 15人程度とする事業に関わった教諭，すなわち第 1学年から第 3学年の担任

への自由記述法によるアンケート調査を行った。この調査で特筆すべき点は，調査対象となった教諭

が少人数学級を担任する前年度は，通常学級を担任したことである。そのことによって，通常学級と

の比較ができ，少人数学級の教育効果をみいだすことができる点である。分析の結果，学級規模縮小

（少人数学級）の教育効果を①「子どもの実態把握」の容易さ，②子どもの「活躍の場の多さ」，③教

師の授業準備や校務，子どもと関わる「時間」のゆとり，④「家庭」とのかかわり，⑤子どもの「学

習への影響」，⑥より良い「人間関係」の構築，⑦多様な学習方法の工夫としての「合同学習」，⑧学

習効率や学級経営の向上につながる「掲示・収容・学習の空間スペースを確保できる」の 8つの視点

からとらえていることを明らかにした。それぞれの視点の 38の項目については Table 4に示す。

この 38項目の中には，学力の向上に関係があると考えられるものとして，「机間指導で全員の考え

をよみとりやすい」「学習の把握がしやすい」「発表の機会が増えた」「個に応じた指導」「落ち着いて
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学習ができる」をあげている。また，学級適応と関係があるものとして，「子ども同士の人間関係が

把握しやすい」「活躍する場が増え協力するようになった」「役割があることで責任感が育った」「自

分で考えて行動する子が増えた」「当事者意識が高まる」「先生と生徒が関わる時間が多い」「仲間意

識が高まった・仲よく遊ぶことができた」をあげている。これらも，教師が認識した教育効果につな

がる「少人数学級のよさ」であると考えられる。

以上の（3）の先行研究で示された「少人数学級のよさ」は，学級規模の縮小（少人数学級）によっ

て生まれた教育環境であるといえる。

Table 3　少人数学級の調査（校長・担当教員）

調査時期 学習指導上の効果（校長） 生活指導上の効果（校長） 少人数学級の指導面や　　　　　　
児童の姿から見た効果（担当教員）

2006 ◦学習面において指導の効
果が現れやすい。
◦児童の学力が向上してき
ている。（テストの結果
等）
◦児童が集中して授業を受
けるようになってきてい
る。
◦児童の発言回数が増えて
きている。
◦教師が個別に指導する時
間が増えている。
◦教師が意欲的に授業改善
に取り組んでいる。
◦教師がていねいな評価を
行うようになってきてい
る。

◦生活面において指導の効
果が現れやすい。
◦落ち着いた学校生活を送
ることができている。
◦不登校や登校しぶりの児
童が減っている。
◦決まりを守って生活でき
るようになってきてい
る。
◦学級のまとまりができて
いる。
◦教師と児童の対話が増え
てきている。
◦教師の児童理解が図られ
るようになってきてい
る。

◦児童が学校生活にスムーズに適応でき
ている。
◦学級の雰囲気が落ち着いている。
◦学級の児童と話す回数が増えた。
◦集中して学習に取り組めている。
◦授業中，多くの児童に直接言葉をかけ
ることができる。
◦授業中，ほとんどの児童が発言（発表）
する機会がある。
◦ノートへの朱書きの機会が増え，児童
の学習意欲が増した。
◦個別指導がきめ細かくでき，基礎基本
の定着が図りやすい。
◦担任の目が行き届きやすく，生活習慣
の確立が図りやすい。
◦児童の人間関係を把握しやすく，トラ
ブルを未然に防ぐことができる。
◦一人一人が学級の中で活躍する機会が
多くなった。
◦安全管理がしやすい。
◦健康状態の把握がしやすい。
◦活動のスペースが確保でき，児童が活
動しやすい。
◦子ども同士のかかわりが多くなった。

調査時期 学習面の効果（校長） 生活面の効果（校長） 指導上の具体的効果（校長）

2007 ◦総じて児童生徒の学力が
向上した。
◦授業につまずく児童生徒
が減った。（学力の底上
げが図られた）
◦発展的な学習に取り組め
る児童生徒が増えた。
◦児童生徒が授業に集中
し，発言◦発表する機会
が増えた。
◦活動スペースの確保によ
り，児童生徒の学習活動
（体験型学習）の幅が広
がった。

◦不登校やいじめなどの問
題行動が減少した。
◦児童生徒の基本的な生活
習慣が身についた。
◦学級集団としてのまとま
りがみられるようになっ
た。
◦きまりの遵守がみられる
ようになった。

◦教師間の連携により指導力の向上や教
材研究の深化が図られた。
◦指導形態◦指導方法等，教師の授業改
善に取り組む意識が高まった。
◦児童生徒の人間関係を把握しやすく，
トラブルを未然に防ぐことができるよ
うになった。
◦教師がていねいな評価をするように
なった。
◦個に応じた指導ができるようになった。
◦学級の安全管理（健康状態の把握も含
む）がしやすくなった。
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【考察】

結果から，35人学級の教育効果について以下に考察する。

（a）35人学級の学級規模について

先行研究からは，学級規模と学力，学級規模と学級満足度，学級規模と不登校には関係があること

をみいだすことができた。Table 5は，学級規模（ 1学級の児童生徒数）と教育効果について，先行

研究をもとにして小学校についてまとめたものである。学習面（学力・学習意欲・学力の定着度）で

は，20人学級（ 5～ 6年生），21～33人学級（全学年），30人学級・30人以下学級（ 1～ 2・2～ 3

年生），15人以下学級（ 2～ 6年生）において，それぞれ教育効果が上がっている。生活面（学級生

活満足度・不登校・欠席率・暴力行為）では，21～33人学級（全学年），30人程度・30人学級（ 1～

2年生）において，それぞれ教育効果があがっている。35人学級を 35人とした場合，教育効果を

あげている学級の規模と比べると学級の規模が大きく，教育効果をあげにくいと考えられる。しか

し，現実の学校現場においては，小学校の 1学級の人数は 2010年には 25.52人であり，以後減り続

Table 4　学級規模縮小（少人数学級）の教育効果

調査
時期

子どもの
実態把握

活躍の場
の多さ　 時　間 家　庭 学習への影響 人間関係 合同学習 その他

2018 ◦子ども同士の
人間関係が把
握しやすい
◦よさが把握し
やすい
◦学習用具の
チェックがし
やすい
◦机間指導で全
員の考えをみ
とりやすい
◦学習の把握が
しやすい
◦安全管理がし
やすい

◦活躍する場
が増え協力
するように
なった
◦役割がある
ことで責任
感が育った
◦自分で考え
て行動する
子が増えた
◦当事者意識
が高まる
◦学習の機会
が増えるこ
とによる子
どもの変化
◦発表の機会
が増えた
◦発表ができ
るまで待つ
時間がとれ
る
◦当番活動
の人数が足
りない（課
題）

◦教材研究の時
間がふえた
◦教材◦教具準
備がスムーズ
◦学級事務に
かかる時間が
減った
◦評価◦採点の
時間が減った
◦家庭学習の評
価がじっくり
できる
◦校務分掌が
減った
◦学級数が増
え仕事分担が
減った
◦家庭訪問の日
程がくみやす
い
◦個に応じた指
導
◦基本的生活習
慣を育む指導
ができる
◦ノート指導の
充実
◦実技に取り組
む時間が増え
た
◦先生と生徒が
関わる時間が
多い
◦先生の負担

◦家庭の負担
◦家庭との連
携

◦学力（狭い
意味）が上
がった
◦低学力の子
が意欲を失
う
◦落ち着いて
学習できる

◦仲間意識が
高まった
◦仲良く遊ぶ
ことができ
る

◦学年合同に
よる T T 授
業の効果
◦教科◦単元
によって他
学級との合
同授業

◦ 掲 示◦ 収
容◦学習の
空間スペー
スを確保で
きる
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け 2021年には，23.10人となっている。この人数は，先行研究でみてきた学習面で教育効果をあげて

いる 20人学級（20～24人）や 21～33人学級，30人学級の範囲内であり，生活面で教育効果をあげ

ている 21～33人学級（全学年），30人程度・30人学級（ 1～ 2年生）の範囲内でもある。したがって，

教育効果をあげる可能性を示唆している。また，学級規模の縮小は，小学校の不登校を減少させる効

果があること（中室，2017）から，不登校への教育効果も示唆される。

ただ，学力やいじめ・不登校・暴力行為については，35人以下学級における収容人員別（31～35人，

26～30人，21～25人，13～20人，8～12人，7人以下）（文部科学省）の教育効果の検証や少人数学

級において，教育効果をあげている学級集団の特徴をとらえる実証的研究は十分とはいえない。今後

の学級規模と教育効果の研究の課題である。河村・武蔵（2008）は，学級集団の状態と学力の定着度

との関係には多大なものが認められることを指摘している。この指摘からは，学級集団の状態を向上

させる教師の指導行動（学級集団づくり・学級経営）に学級規模が関連している可能性が想定される

のである。

（b）教師の指導行動や教育活動について

35人学級において，教育効果をあげるには学級規模に応じた指導法の工夫が教師に求められる。

つまり，教師が学級規模の縮小による教育効果の向上につながる教育環境（「少人数学級のよさ」）を

認識し，それを生かした指導行動をとることである。その背景には，学級規模が縮小されても指導方

法を変えない教師が多い（工藤，2012）ことや指導方法の工夫・改善を意識している教員の割合が低

い（岩手県立総合教育センター，2004）ことがあげられる。したがって，少人数学級編制をおこなっ

Table 5　学級規模（1学級の児童数）と教育効果

検証の内容 対　象 学級規模 教育効果

学　力 ◦小学校 5～ 6年生 ◦20人学級
　（20～ 24人）

〇総じて 20人学級での教育効果が 30人以上の学
級よりも大きい。

◦小学校全学年 ◦21～ 33人 ○少人数学級導入後の学力の平均が，導入前と比
較して向上した。

◦小学校 1～ 2年生 ◦30人学級 ○基礎的な学力の向上，特に小学校 2年生におい
て，基礎的な計算力の向上が見られる。

学習意欲 ◦小学校 1年生 ◦15人以下学級 〇学習意欲が高い傾向がある。

◦小学校 2～ 3年生 ◦30人以下学級 〇学習意欲が高い傾向がある。

学力の定着度 ◦小学校 2～ 6年生 ◦15人以下学級 〇 OAの出現率が高い。

学級生活満足度 ◦小学校 1年生 ◦15人以下学級 ○満足群が相対的に多い。

不登校・欠席率
暴力行為

◦小学校全学年 ◦21～ 33人 〇不登校の減少（不登校の出現率の低下），欠席率
の低下。

◦小学校 1～ 2年生 ◦30人程度 〇全国的に不登校や暴力行為の発生件数が少ない。

◦小学校 1～ 2年生 ◦30人学級 〇 4日以上欠席する児童の割合の減少。
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ただけで，子どもたちの学校の課題がただちに改善されるものでなく，少人数学級編制を生かした

教師の指導の工夫，学校の取り組みが伴ったときに，大きな効果が期待できる（大阪府教育委員会，

2012）のである。

学級規模と教師の学習指導（指導方法）との関連については，山森（2017）が岩手県盛岡市内の小

学校 32校の 5人程度から 40人程度までの学級を調査対象とした研究がある。その結果，授業中に児

童の学習の様子を見取るといった個別指導評価，一人ひとりの活躍の確保は，20人以下の学級で実

施できているが，30人・35人の学級で実施されていないことが明らかになった。このことから，教

師が少人数学級のよさをわかっていても，学級規模によってはそれを生かすことができていないこと

が示唆される。

学級規模の縮小は，必然的に学級の人数の減少をもたらす。そのことは，授業を含む学級生活にお

いて，今まで以上に，一人ひとりの児童生徒が活躍する場を広げる。この「活躍の場の多さ」が少人

数学級の教育効果につながると考える。35人学級において，教育効果をあげるには，「一人ひとりの

児童生徒が活躍する場を広げる」ことを生かした教師の指導行動や教育活動が求められる。

ただし，少人数学級における少人数学級のよさを生かした教師の指導行動や教育活動，つまり，少

人数学級でしかできない教育活動をどのように進めていくかということについての議論は，先行研究

ではほとんどなされていないことが明らかになった。それゆえ，35人学級を含む少人数学級の教育

効果をあげるためには，「活躍の多さ」に着目して，実際に教育効果をあげている実践例を収集・分

析して，教師の指導行動，教育活動について明らかにしていく実証的研究が必要である。今後の課題

としたい。
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